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平成17年３月期 個別財務諸表の概要 平成17年５月16日 

上 場 会 社 名 株式会社帝国電機製作所 上 場 取 引 所   東・大（市場第二部） 

コ ー ド 番 号 ６３３３ 本社所在都道府県   兵庫県 

（ＵＲＬ http://www.teikokudenki.co.jp）  

代 表 者 代表取締役社長 入江慶次郎  

問合せ先責任者 取締役経理本部長 柴 田 直 行 ＴＥＬ （０７９１）７５－０６９８ 

決算取締役会開催日 平成 17年 ５月 16日 中間配当制度の有無 有 

配当支払開始予定日 平成 17年 ６月 30日 定時株主総会開催日 平成 17年 ６月 29日 

単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株）  
 
１．17年３月期の業績（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

(1) 経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17年３月期 7,228 9.9 533 47.1 792 47.8 

16年３月期 6,575 4.2 362 28.5 536 11.9 
 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期 

純利益率 

総資本 

経常利益

率 

売上高 

経常利益

率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

17年３月期 518 43.9 60 37 － － 8.1 7.4 11.0 

16年３月期 360 54.9 43 93 － － 6.6 5.4 8.1 

(注)① 期中平均株式数   17年３月期 8,190,394株 16年３月期 7,744,871株 

② 会計処理の方法の変更  無 

③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

④ 期中平均株式数は、自己株式数控除後 
 
(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

17年３月期 16 00 － － 16 00 138 26.5 2.0 

16年３月期 12 50 － － 12 50 96 28.5 1.7 

(注) 17年３月期末配当金の内訳は、普通配当12円50銭、東京証券取引所市場第二部上場記念配当３円50銭であります。 
 
(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

17年３月期 11,220 7,087 63.2 817 47 

16年３月期 10,325 5,663 54.9 728 80 

(注)① 期末発行済株式数  17年３月期 8,640,159株  16年３月期 7,743,779株 

② 期末自己株式数   17年３月期     9,910株  16年３月期     6,290株 

③ 期末発行済株式数は、自己株式数控除後 
 
２．18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中間期 3,746 438 286 － － － － － － 

通 期 7,800 828 572 － － 12 50 12 50 

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  63円 97銭 

＊ 上記の予想は、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 

実際の業績は、経済情勢の変化等の不確定要因により、記載の数値と大幅に異なる可能性があります。 
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貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

増減 

（千円） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   1,617,035   2,067,358   

２．受取手形   688,091   662,686   

３．売掛金   2,287,002   2,681,152   

４．製品   29,605   99,012   

５．原材料   511,842   656,991   

６．仕掛品   536,570   217,141   

７．貯蔵品   12,940   12,984   

８．前払費用   7,532   12,091   

９．繰延税金資産   194,171   221,676   

10．関係会社短期貸付金   30,800   36,800   

11．未収入金   93,577   176,849   

12．その他   59,009   67,073   

13．貸倒引当金   △2,000   △2,800   

流動資産合計   6,066,180 58.7  6,909,015 61.6 842,835 

         

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

(1) 建物  1,407,991   1,522,100    

減価償却累計額  683,614 724,376  720,333 801,766   

(2) 構築物  200,202   196,816    

減価償却累計額  120,812 79,389  126,549 70,267   

(3) 機械及び装置  1,837,747   1,842,862    

減価償却累計額  1,510,521 327,225  1,544,970 297,891   

(4) 車両運搬具  48,228   43,443    

減価償却累計額  42,006 6,221  37,567 5,876   

(5) 工具器具及び備品  439,573   476,403    

減価償却累計額  385,989 53,583  400,861 75,542   

(6) 土地   903,388   903,388   

(7) 建設仮勘定   3,737   14,404   

有形固定資産合計   2,097,922 20.3  2,169,136 19.3 71,213 

         

２．無形固定資産         

(1) ソフトウェア   4,170   2,331   

(2) 電話加入権   4,154   4,154   

無形固定資産合計   8,325 0.1  6,486 0.1 △1,839 
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

増減 

（千円） 

         

３．投資その他の資産         

(1) 投資有価証券   718,561   710,386   

(2) 関係会社株式   518,756   518,756   

(3) 出資金   12,030   10,272   

(4) 関係会社出資金   732,793   732,793   

(5) 従業員長期貸付金   32,784   19,010   

(6) 関係会社長期貸付

金 

 
 40,000   35,200   

(7) 長期前払費用   5,531   2,635   

(8) 繰延税金資産   49,536   64,264   

(9) 保険積立金   32,523   35,915   

(10)会員権   43,900   43,400   

(11)その他   34,423   35,480   

(12)貸倒引当金   △67,748   △72,638   

投資その他の資産合

計 

 
 2,153,092 20.9  2,135,476 19.0 △17,616 

固定資産合計   4,259,340 41.3  4,311,098 38.4 51,757 

         

Ⅲ 繰延資産         

社債発行差金   190   47   

繰延資産合計   190 0.0  47 0.0 △142 

資産合計   10,325,711 100.0  11,220,162 100.0 894,450 

         

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形   693,501   719,895   

２．買掛金   326,723   332,271   

３．一年以内償還予定社

債 

 
 80,000   480,000   

４．一年以内返済予定長

期借入金 

 
 436,991   305,811   

５．未払金   219,247   286,149   

６．未払費用   19,228   54,883   

７．未払法人税等   88,153   226,091   

８．未払消費税等   29,484   4,717   

９．前受金   709   12   

10．預り金   257,615   208,573   

11．製品保証等引当金   12,050   17,745   

12．賞与引当金   234,753   238,285   

13．設備支払手形   30,078   34,247   

流動負債合計   2,428,536 23.5  2,908,683 25.9 480,147 
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

増減 

（千円） 

         

Ⅱ 固定負債         

１．社債   680,000   200,000   

２．長期借入金   797,192   267,752   

３．長期未払費用   56,053   54,626   

４．退職給付引当金   600,328   586,138   

５．役員退職慰労引当金   99,942   115,848   

固定負債合計   2,233,517 21.6  1,224,366 10.9 △1,009,150 

負債合計   4,662,053 45.1  4,133,050 36.8 △529,003 

         

（資本の部）         

Ⅰ 資本金   581,103 5.6  1,101,303 9.8 520,200 

Ⅱ 資本剰余金         

資本準備金   370,334   889,094   

資本剰余金合計   370,334 3.6  889,094 7.9 518,760 

Ⅲ 利益剰余金         

１．利益準備金   145,275   145,275   

２．任意積立金         

(1) 固定資産圧縮積立

金 

 
225,457   225,804    

(2) 別途積立金  3,611,000 3,836,457  3,811,000 4,036,804   

３．当期未処分利益   562,926   764,253   

利益剰余金合計   4,544,660 44.0  4,946,333 44.1 401,673 

Ⅳ その他有価証券評価差

額金 

 
 171,620 1.7  158,637 1.4 △12,982 

Ⅴ 自己株式   △4,060 △0.0  △8,257 △0.0 △4,196 

資本合計   5,663,657 54.9  7,087,111 63.2 1,423,454 

負債及び資本合計   10,325,711 100.0  11,220,162 100.0 894,450 
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損益計算書 

  

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

百分比

（％） 
金額（千円） 

百分比

（％） 

増減 

（千円） 

Ⅰ 売上高   6,575,200 100.0  7,228,650 100.0 653,450 

Ⅱ 売上原価         

１．製品期首たな卸高  79,417   29,605    

２．当期製品製造原価  4,495,137   4,954,775    

合計  4,574,555   4,984,381    

３．製品期末たな卸高  29,605 4,544,949 69.1 99,012 4,885,369 67.6 340,420 

売上総利益   2,030,251 30.9  2,343,281 32.4 313,029 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

１．販売手数料  39,697   38,083    

２．荷造運送費  120,362   140,277    

３．広告宣伝費  24,612   13,044    

４．製品保証等引当金繰

入額 

 
12,050   17,745    

５．貸倒引当金繰入額  239   1,829    

６．役員報酬  85,921   96,276    

７．給料手当  474,287   528,358    

８．賞与  48,168   78,056    

９．賞与引当金繰入額  86,275   88,414    

10．退職給付費用  79,555   72,569    

11．役員退職慰労引当金

繰入額 

 
14,457   15,906    

12．福利厚生費  72,725   87,955    

13．交際費  13,799   14,798    

14．旅費交通費  59,375   69,989    

15．賃借料  102,972   90,365    

16．租税公課  22,074   31,637    

17．減価償却費  28,664   31,953    

18．研究開発費  192,053   207,563    

19．その他  190,039 1,667,331 25.4 184,560 1,809,385 25.0 142,053 

営業利益   362,919 5.5  533,895 7.4 170,976 

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息  4,878   6,256    

２．受取配当金  145,071   222,866    

３．有価証券売却益  17,849   －    

４．賃貸料  29,198   29,699    

５．関係会社管理収入  26,009   54,967    

６．その他  28,942 251,949 3.8 22,782 336,571 4.7 84,622 

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息  20,230   18,030    

２．社債利息  9,495   9,485    

３．為替差損  41,733   429    

４．株式上場関連費用  －   47,476    

５．その他  7,188 78,647 1.2 2,458 77,881 1.1 △765 

経常利益   536,221 8.1  792,585 11.0 256,364 
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前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

百分比

（％） 
金額（千円） 

百分比

（％） 

増減 

（千円） 

         

Ⅵ 特別利益         

１．貸倒引当金戻入益  1,000   －    

２．投資有価証券売却益  2,166   －    

３．収用に伴う移転補償

金 

 
20,569 23,736 0.4 － － － △23,736 

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産除却損  3,564   6,128    

２．投資有価証券売却損  1,470   －    

３．ゴルフ会員権売却損  4,120   －    

４．ゴルフ会員権評価損  9,600 18,754 0.3 4,600 10,728 0.2 △8,026 

税引前当期純利益   541,203 8.2  781,857 10.8 240,654 

法人税､住民税及び

事業税 

 
180,000   297,000    

法人税等調整額  994 180,994 2.7 △33,613 263,386 3.6 82,392 

当期純利益   360,208 5.5  518,471 7.2 158,262 

前期繰越利益   202,717   245,782  43,065 

当期未処分利益   562,926   764,253  201,327 
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利益処分案 

 
 前事業年度 

（平成16年３月期） 

当事業年度 

（平成17年３月期） 
対前年比 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

増減 

（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   562,926  764,253 201,327 

Ⅱ 任意積立金取崩高       

固定資産圧縮積立金取崩高  5,030 5,030 5,030 5,030 － 

合計   567,956  769,284 201,327 

Ⅲ 利益処分額       

１．配当金  96,797  138,242   

２．取締役賞与金  20,000  24,000   

３．任意積立金       

(1) 固定資産圧縮積立金  5,377  －   

(2) 別途積立金  200,000 322,174 300,000 462,242 140,068 

Ⅳ 次期繰越利益   245,782  307,041 61,259 

       
 

（注）１株当たり配当金の内訳は、次のとおりであります。 

 前事業年度 当事業年度 

 年間 中間 期末 年間 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

配当金 12  50 － 12  50 16  00 － 16  00 

（内訳）       

１．普通配当 12  50 － 12  50 12  50 － 12  50 

２．東京証券取引所市場第二部 

上場記念配当 
－ － － 3  50 － 3  50 
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重要な会計方針 

項目 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

子会社株式 子会社株式 １．有価証券の評価基準及び評

価方法 ……移動平均法による原価法 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 ……決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

 ……移動平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

総平均法による原価法 同左 

有形固定資産 有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方法 

……定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く。）について

は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

同左 

 建物       8～50年 

機械及び装置   11～12年 

 

 無形固定資産 無形固定資産 

 ……自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

同左 

 長期前払費用 長期前払費用 

 ……定額法 同左 

社債発行差金 

……社債の償還までの期間（７年間）に

わたり均等償却 

新株発行費 

４．繰延資産の処理方法 社債発行差金については、社債の償還まで

の期間（７年間）にわたり均等償却しており

ます。 

……支出時に全額を費用処理 

５．外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 

 (2）製品保証等引当金 (2）製品保証等引当金 

 製品のアフターサービス費用の支出に備

えるため、過年度実績率に基づいて算定し

た金額を計上しております。 

同左 

 (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額を計上しておりま

す。 

同左 
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項目 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支出に充てるため、

当期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づいて計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、各

事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務年数以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により、それぞれ発生の翌期から

費用処理することとしております。 

同左 

 (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく当期末要支給額を計上してお

ります。 

同左 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

同左 

消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法 ８．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 税抜方式によっております。 同左 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとお

りであります。 

１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとお

りであります 

(a) 工場財団 (a) 工場財団 

(ｲ) 担保に供している資産 (ｲ) 担保に供している資産 

建物 532,024千円 

構築物 14,274 

機械及び装置 36,948 

工具器具及び備品 153 

土地 510,422 

計 1,093,823千円 
 

建物 548,596千円 

構築物 11,990 

機械及び装置 39,222 

工具器具及び備品 104 

土地 510,422 

計 1,110,336千円 
 

(ﾛ) 上記に対応する債務 (ﾛ) 上記に対応する債務 

一年以内返済予定長期借入金 402,739千円 

長期借入金 527,608 

計 930,347千円 
 

一年以内返済予定長期借入金 271,548千円 

長期借入金 256,060 

計 527,608千円 
 

(b) その他 (b) その他 

(ｲ) 担保に供している資産 (ｲ) 担保に供している資産 

現金及び預金 20,000千円 

建物 35,989 

土地 33,368 

計 89,358千円 
 

現金及び預金 20,000千円 

建物 31,754 

土地 33,368 

計 85,122千円 
 

(ﾛ) 上記に対応する債務 (ﾛ) 上記に対応する債務 

社債 400,000千円 
 

一年以内償還予定社債 400,000千円 
 

２．関係会社に対する主な資産・負債 ２．関係会社に対する主な資産・負債 

区分掲記したもの以外で各科目に含まれているものは、次

のとおりであります。 

区分掲記したもの以外で各科目に含まれているものは、次

のとおりであります。 

売掛金 263,355千円

未収入金 49,564千円

流動資産その他（預け金等） 73,529千円

預り金 237,189千円
 

売掛金 348,355千円

未収入金 134,573千円

流動資産その他（預け金等） 49,518千円

預り金 186,523千円
 

３．         ────── ３．当期中の発行済株式数の増加 

 (a) 発行形態 有償一般募集 

 発行年月日 平成17年２月27日 

 発行株式数 800,000株 

 発行価額の総額 923,520,000円 

 （１株当たり 1,154.40円） 

 資本組入額の総額 462,400,000円 

 （１株当たり 578.00円） 

 (b) 発行形態 オーバーアロットメントによ

る売出しに伴う第三者割当 

 発行年月日 平成17年３月23日 

 発行株式数 100,000株 

 発行価額の総額 115,440,000円 

 （１株当たり 1,154.40円） 

 資本組入額の総額 57,800,000円 

 （１株当たり 578.00円） 

４．会社が発行する株式の総数 普通株式 31,000,000株 ４．会社が発行する株式の総数 普通株式 31,000,000株 

発行済株式の総数 普通株式  7,750,069株 発行済株式の総数 普通株式  8,650,069株 
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

５．自己株式 ５．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式6,290株であり

ます。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式9,910株であり

ます。 

６．配当制限 ６．配当制限 

有価証券の時価評価により純資産額が171,620千円増加し

ております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規定によ

り配当に充当することが制限されております。 

有価証券の時価評価により純資産額が158,637千円増加し

ております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規定によ

り配当に充当することが制限されております。 

７．保証債務 ７．保証債務 

次のとおり金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っ

ております。 

次のとおり金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っ

ております。 

株式会社平福電機製作所 127,500千円 

大連帝国キャンドモータポンプ有限公司 353,135 

TEIKOKU USA INC. 32,007 

計 512,642千円 
 

大連帝国キャンドモータポンプ有限公司 271,336千円 

TEIKOKU USA INC. 32,496 

計 303,832千円 
 

なお、大連帝国キャンドモータポンプ有限公司及び

TEIKOKU USA INC.の借入金に含まれる外貨保証額は、次のと

おりであります。 

なお、それぞれの借入金に含まれる外貨保証額は、次のと

おりであります。 

大連帝国キャンドモータポンプ有限公司 2,935千米ドル 

 （313,135千円） 

TEIKOKU USA INC. 300千米ドル 

 （32,007千円） 
 

大連帝国キャンドモータポンプ有限公司 2,228千米ドル 

 （241,336千円） 

TEIKOKU USA INC. 300千米ドル 

 （32,496千円） 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．関係会社との取引（区分掲記したものを除く。）の主なも

のは、次のとおりであります。 

１．関係会社との取引（区分掲記したものを除く。）の主なも

のは、次のとおりであります。 

受取配当金 140,420千円
 

受取配当金 216,656千円
 

２．関係会社管理収入とは、関係会社の管理業務代行手数料収

入であります。 

２．関係会社管理収入とは、関係会社の管理業務代行手数料収

入であります。 

３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 130千円

構築物 34 

機械及び装置 2,011 

車両運搬具 634 

工具器具及び備品 754 

計 3,564千円
 

建物 1,266千円

構築物 1,218 

機械及び装置 2,181 

車両運搬具 576 

工具器具及び備品 708 

ソフトウェア 177 

計 6,128千円
 

４．収用に伴う移転補償金と移転補償金収入との関係は次の通

りであります。 

４．         ────── 

 

移転補償金収入 34,606千円

固定資産除却額 

建物及び構築物 △4,499 

土地 △7,767 

撤去費用 △1,770 

収用に伴う移転補償金（差引） 20,569千円
 

 

５．研究開発費の総額 ５．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれ

る研究開発費 
201,390千円

 

一般管理費及び当期製造費用に含まれ

る研究開発費 
214,842千円
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① リース取引関係 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

（千円） 

機械及び装置 7,146 3,691 3,454 

工具器具及び

備品 
74,259 50,984 23,274 

ソフトウェア 4,314 71 4,242 

合計 85,719 54,748 30,970 

 

 

取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

（千円） 

機械及び装置 7,146 5,120 2,025 

工具器具及び

備品 
32,535 23,369 9,165 

ソフトウェア 4,314 934 3,379 

合計 43,995 29,424 14,570 

 
（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

（注）          同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 16,400千円

１年超 14,570 

計 30,970千円
 

１年内 8,627千円

１年超 5,942 

計 14,570千円
 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）          同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 21,498千円

減価償却費相当額 21,498 
 

支払リース料 16,400千円

減価償却費相当額 16,400 
 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法に

よっております。 

同左 

 

② 有価証券関係 

前事業年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日）及び当事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）にお

ける子会社株式で時価のあるものはありません。 
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③ 税効果会計関係 

前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別内訳 

 （単位：千円）

＜流動＞ 

繰延税金資産 

たな卸資産 71,280

賞与引当金 93,666

未払事業税 9,613

その他 19,610

繰延税金資産計 194,171

＜固定＞ 

繰延税金資産 

退職給付引当金 197,960

役員退職慰労引当金 39,877

貸倒引当金 30,973

長期未払費用 22,365

ゴルフ会員権 12,269

その他 9,937

繰延税金資産計 313,384

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 △149,910

その他有価証券評価差額金 △113,937

繰延税金負債計 △263,847

繰延税金資産の純額 49,536
 

 （単位：千円）

＜流動＞ 

繰延税金資産 

たな卸資産 61,257

賞与引当金 95,075

未払事業税 21,797

その他 43,546

繰延税金資産計 221,676

＜固定＞ 

繰延税金資産 

退職給付引当金 213,084

役員退職慰労引当金 46,223

貸倒引当金 12,813

長期未払費用 21,795

ゴルフ会員権 12,967

その他 9,267

繰延税金資産計 316,152

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 △146,570

その他有価証券評価差額金 △105,318

繰延税金負債計 △251,888

繰延税金資産の純額 64,264
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

法定実効税率 41.3％

（調整） 

交際費 1.1％

受取配当金 △3.8％

外国税額控除 △5.8％

収用による特別控除 △1.5％

その他 2.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.4％

  

法定実効税率 39.9％

（調整） 

交際費 0.8％

受取配当金 △3.3％

外国税額控除 △5.8％

その他 2.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.7％
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（１株当たり情報） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 728.80円 

１株当たり当期純利益金額 43.93円 

 

１株当たり純資産額 817.47円 

１株当たり当期純利益金額 60.37円 

 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当期純利益（千円） 360,208 518,471 

普通株主に帰属しない金額（千円） 20,000 24,000 

（うち利益処分による役員賞与金（千円）) (20,000) (24,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 340,208 494,471 

期中平均株式数（株） 7,744,871 8,190,394 
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役員の異動 
 

（１）代表者の異動 

該当事項はありません。 

（２）その他の役員の異動 

①新任取締役候補 

取締役    高橋 昇 （現：技術開発部長） 

②退任予定取締役 

該当事項はありません。 

③新任監査役候補 

常勤監査役  苅尾 耕蔵（現：経理部長付副理事） 

④退任予定監査役 

常勤監査役  山南 靖明 

⑤昇格予定取締役 

取締役副社長 宮地 國雄（現：常務取締役 兼調達本部長 兼調達部長） 

⑥役員の異動 

該当事項はありません。 

（３）就任予定日 

平成17年６月29日 

 

－ 以上 － 

 


